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サービス・サイエンスにまつわる国内外の動向
　世界経済において、サービス産業の成長、および、製造業におけるサービスの成長と
いう２つの理由により、「サービス」の役割は重要性を増している。米国およびヨーロッ
パの大学では、サービスをサイエンスの対象ととらえ、科学的手法を用いてサービスの
持つ諸問題を解決し、生産性を高め、サービスにおけるイノベーションを実現して経済
を活性化しようという新しい動向がある。この新しい学問領域は 「サービス・サイエンス」
と呼ばれている。
　サービス・サイエンスが扱う研究課題の例としては、サービス・イノベーション・マ
ネジメント、サービスの効率を上げるテクノロジー、サービスの価格設定、サービスの
生産性の測定、サービスのテスト、サービス・プロジェクトのリスク・マネジメント、
オペレーションズ・リサーチと全体最適、計算組織論、サービスの質と効率の向上の為
の方法論とツール（ビジネス・プロセス・モデリング）、などがあげられる。
　これらの研究課題を総合的に考察した場合、数学や情報科学の役割が大きいこと、経
済学、法学、組織論など実世界に対する知見を得るための社会科学が不可欠であること、
人間の満足などを把握するために人間に対する洞察を深めるための学問が必要であるこ
と、実際のビジネスに関する知識・経験が活用されなければならないこと、そして、以
上のような自然科学・工学、社会科学 , ビジネスのすべての知識および方法論を融合する
体系が必要であり、この体系こそがサービス・サイエンスそのものと考えられる。
　サービスは人手を介して提供され、人間の感性に直接訴え、満足感を中心として享受
されると言える。したがって、人間的な個性にその経済的価値が左右される度合いが強く、
サービスは各国々の文化風習や価値観に大きく依存する。しかしながら、財の提供、知識・
技術の教授や提供、業務支援の提供、など明示的に定義される契約に基づく経済行為と
して、欧米的価値観の中で発達してきたサービスは、世界経済の中で今後も成長し、国
際化の継続的な流れの１つになると思われる。日本経済が持続的に成長していくために
は、サービス経済の活性化のための科学的な方法論を追及する姿勢をとる必要があると
思われる。そのためには、サービスに関する産学官連携の研究などを推進することにより、
問題を発見し、その解決方法を検討すること、また、その活動を通じてサービス・イノ
ベーションに必要な人材を育成することが望まれる。
科学技術動向
概　要
科 学 技 術 動 向　2005年 12月号
12 Science & Technology Trends   December  2005 13
サービス・サイエンスにまつわる国内外の動向
科学技術動向研究
サービス・サイエンスにまつわる
国内外の動向
日高　一義
客員研究官
1   はじめに蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　米国およびヨーロッパの大学で
は、サービスをサイエンスの対象
ととらえ、科学的手法を用いてサ
ービスの持つ諸問題を解決し、生
産性を高め、サービスにおける
イノベーションを実現して経済
を活性化しようという新しい動
向がある。ここに出現する新たな
学 問 領 域 は“Services Sciences，
Management and Engineering”
略して“Services Sciences”：「サ
ービス・サイエンス」と呼ばれて
いる。ここで言う「サービス」と
は、第三次産業に分類されるサー
ビス業のみならず、製造業におけ
るサービス・ビジネスも含め、提
供者と利用者の間で双方向的に行
われる経済価値の創造の過程のこ
とを指す。次章より、背景（２章）、
サービス・サイエンスの解説（３
章）、欧米の大学におけるサービ
ス・サインスの展開（４章）、日
本における現状（５章）、および
まとめ（６章）を報告する。
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２‐１
米国国家戦略としての
サービスへの研究投資
　2004 年 12 月に公開された米国
競争力評議会のレポート（いわゆ
るパルミザーノ・レポート１） は、
人材、投資、基盤の３つの観点か
ら国家戦略としてのイノベーショ
ン戦略の重要性を説いている。現
在の米国のおかれている状況を分
析し、イノベーションが必要な背
景として、国際化にともなう他国
の脅威、科学技術研究それ自身の
停滞と製造業へのスムースな技術
移転の立ち遅れなどをあげること
に加え、サービスが経済において
大きな比率を占めているのにもか
かわらず、サービス・セクターが
イノベーティブなビジネス・プロ
セス・デザイン、組織、マネジメ
ントに関する研究投資を行ってい
ないことを指摘している。すなわ
ちサービスに対する研究投資を米
国の国家戦略として考えているこ
とが、このレポートの背景の１つ
にある。このレポートがきっかけ
になって、アカデミアにおけるサ
ービスに対する最近の様々な取り
組みが、「サービス・サイエンス」
という言葉に集約されてきたので
ある。
２‐２
サービス経済の発達
　それでは世界経済のなかで、サ
ービスはどのような位置づけにな
っているのであろうか。現在は経
済におけるサービスの重要性が非
常に高まっている。このことは、
いわゆる「サービス産業」が大き
く伸びていること、および、サー
ビス産業に分類されていない企業
においてさえも、「サービスによ
るビジネス」が増大していること、
の２点から明らかである。
盧サービス産業の発展
　産業別労働人口の推移を見た場
合、世界的な現象の１つとして
サービス産業の労働人口が、大
きく増えていることがわかる。
図表１は、世界の労働人口の多
い上位 10 カ国の労働人口の推移
を、200 年前にさかのぼって整理
したものである２）。欧米を中心と
した先進諸国では、18 世紀の後
半にイギリスの紡績機械の改良
に始まった産業革命、および、19
世紀後半の石油・電気の大幅な利
用拡大による第二次産業革命を通
じ、第二次産業（製造業）の労働
人口が大幅に伸びた。しかしなが
ら、これらの諸国では 20 世紀の
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半ばになり、サービス産業が台
頭してきた。一方、中国・インド
など近年大きな成長を見せている
国々は、欧米諸国に見られたよ
うな第二次産業労働人口の台頭
する時代を経ないで、農業の時代
からサービスの時代へ急激に推移
している。日本においても、終戦
後の高度経済成長を経て、製造業
と並行して、あるいはそれ以上に、
サービス産業の労働人口が伸びて
いる。
　図表２は、日本の経済活動別国
内総生産を示す。サービス業の総
生産における割合が大きいのみな
らず、その伸び率においても製造
業を上回っていることがわかる。
図表 3 は、日本の経済活動別の
就業者数の推移を表す。1998 年
以来、就業者の総数は減少してい
るのにもかかわらず、サービスに
従事する就業者数は増えているこ
とがわかる。ここで言うサービス
業とは図表４の日本標準産業分類
（総務省）によるサービス業の分
類における広義のサービス業、す
なわち第三次産業のことを示す。
図表１　主要先進諸国におけるサービス産業の成長
出典：http://www.nationmaster.com
図表３　日本の経済活動別の就業者数
国民経済計算確報（内閣府）３）より
図表４　日本標準産業分類（総務省）によるサービス業の
 分類
図表２　日本の経済活動別国内総生産
国民経済計算確報（内閣府）３）より
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盪製造業におけるサービスの発達
　次に製造業におけるサービス業
務の増大を見てみたい。
　図表５は米国 IBM 社および
General Electric社の売上高の内訳
を、2002 年～ 2004 年において比
較したものである。両社ともサー
ビスの比重が多くなっていること
がわかる。IBM 社は 2004 年には
売り上げの５割以上がサービスに
よるビジネスになっておりハード
ウェア、ソフトウェアの合計より
も大きくなっている。このサービ
スの中には、システム構築、コン
サルティング、システム・インテ
グレーション、アウト・ソーシン
グ、メンテナンス、サポート・サ
ービスなどが含まれる。General 
Electric 社は棒グラフの上部２つ
の部分の合計（Sales of services 
と GESC revenue from service） 
が、サービスの売り上げと考えら
れる。
　また、単に売り上げ額だけでな
く、その事業内容においても、製
造業は大きくサービスへとシフ
トしている。B.V.Looy らによる
“Services Management”６）の第３
章には製造業における最近の事業
戦略の転換が、その事業内容の側
面において、詳しく報告されてい
る。それによれば、製造業におい
ては「物だけを製造・供給する」
時代から、「物にともなった付加
価値を提供する」時代をへて、「サ
ービス事業戦略を推進する」時代
へと変遷する傾向が述べられてい
る。付加価値を提供するとは、製
品の提供とともに、メインテナン
ス、使用方法のサポート、情報の
提供、ユーザー・コミュニティー
の支援などの、顧客価値を高める
ためのサービスの提供をさす。サ
ービス事業戦略を推進するとは、
例えば、自社製品のみならず、他
社の製品のサポートやメンテナン
スもサービスの対象とすることに
より、顧客価値重視の視点から幅
広くサービス事業を展開すること
である。このような内容の豊かな
顧客志向のサービスへの転換の傾
向は、自動車、電機・電子製品を
はじめとする多くの製造業におい
て、共通のものとなっている。
　以上のように、世界経済の中で
は、サービス産業のみならず製造
業においても、質・量ともに企業
におけるサービスの重要性は著し
く高まっていることがわかる。
２‐３
サービス経済発達の理由
　サービス経済の発達の理由は
以下のように考えられる。個人所
得の増加により自分で行っていた
日常的業務をお金を払って人に頼
むようになったこと、共働き夫婦
の増加や高齢化など社会環境の変
化にともなって新たな支援業務が
ビジネスとして出現したこと、イ
ンターネットや通信技術の進歩な
どテクノロジーの発達により、提
供できるサービスの質と量が大き
く変化したこと、製造製品の高度
化にともないサポート・メンテナ
ンスの需要が急増したこと、企業
のビジネスがコンポーネント化さ
れコア・コンピテンスへの集中と
選択が行われるようになりビジネ
ス・プロセスの外注なども広まっ
てきたこと、などである６）。
　また、もっと大局的に見ると、
土地や自然資源の所有と取引を中
心とした経済から、知識・スキル
などの人的資産を中心とした経済
への移行が、サービス経済発達の
理由とされている。この議論に関
しては S.L.Vargo、R.F.Luschらの
“Evolving New Dominant Logic 
for Marketing”８）で詳しく報告さ
れている。
図表５　IBM社とGE社の売り上げにおけるサービスの比率
Consolidated financial statements, IBM, 2005.４）、Statement of Earnings, General Electric, 2005.５）
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３‐１
サービスの定義、特性、
および問題
　第２章で報告したように、サー
ビスには第三次産業である「サー
ビス業」と「製造業におけるサー
ビス」の２つがある。経済活動と
してのサービスの本質を考えた上
で、両者に共通に当てはまり、か
つサービス業における様々な業務
をも包括するように、「サービス」
という言葉そのものを定義しよう
という試みは数多く存在するが、
まだ意見の一致を見るには至って
いない。サービスの定義の例を図
表６に示す。
　サービスの特性に関しては様々
な研究がなされているが２、６～９）、
共通して報告されているのは、無
形性、同時性、異質性などであり、
この特徴が生産物を中心とした経
済活動にはない困難の原因となっ
ていると指摘されている。
　無形性とは、提供されるものが
手に触れることのできない、提供
者の活動の結果としての効果・効
能であることを指す。これは、提
供されるものの経済価値が生産物
よりもあいまいであることにつな
がる。これにより、価格設定が困
難である、管理が困難である、生
産性を定義しこれを測定するのが
困難である、品質を測定しこれを
利用者に説明するのが困難である
などの、問題が生じることになる。
　同時性とは、生産と消費が双方
向的に同時に起こることを意味し
ている。例えば、医療行為や教育
などは人から人への伝達を主とす
るサービスであるといえるが、医
者が診ると同時に患者が看られ
る、先生が指導すると同時に生徒
が学習する、など提供者と利用者
が同時に参加することにより、経
済活動がなされている。これは、
製品を作り、そしてその後、利
用者に届けるというモデルと異な
り、経済活動の中に利用者が同時
に居合わせるモデルであり、利用
者・消費者の関与が大きいことを
意味する。ここに、いかに効果的
にサービスを享受できるように利
用者側の受容能力を高めるか、と
いう課題が生じる。すなわち、提
供者側のイノベーションだけでな
く、利用者側のイノベーション（需
要のイノベーション）に関しても、
サービスを提供する側が考慮する
必要がある。また、同時性により、
利用者に届けるサービスの品質を
事前にチェックできないという問
題が生じる。さらに、生産者と利
用者が同時に存在する必要がある
ために、地理的な遠近が影響する
場合もある。よって、国際化によ
り価格競争力を強化している企業
などは、サービスにおける国際化
を製造物の場合とは別の視点で考
える必要が生じる。
　異質性とは、同じサービスでも、
提供する人、提供される場所、利
用者の置かれている環境や心理状
態により、サービスの効果や利用
者の受け止め方が異なることを指
す。これにより、実際に利用者と
接する人（front end）の質を如何
にあげるか、という課題が生じる。
しかしながら、異質であることは
差別化にもつながるので、サービ
スの種類によって、スタンダード
による均質なサービスを提供する
モデルをめざすのか、差別化を意
図するモデルを目指すのかを、検
討する必要がある。
３‐２
サービス・サイエンス
盧サービス・サイエンスの目的
　サービスに対し、科学的な分析
手法、効率的なマネジメント手法、
生産性を最大限に高めるための工
学的な生産方法を提供し、３‐１
章で議論したようなサービスの特
性に起因するところの諸問題を解
決し、生産効率をあげ、またイノ
ベーションをシステマティックに
生み出す枠組みを見出すことが、
サービス・サイエンスの目的であ
る。サービス・サイエンスの提唱
元の IBM 研究部門では、“Services 
Sciences，Management，and 
Engineering”を略して“Services 
Sciences”：「サービス・サイエンス」
と呼んでいる。ここで対象となる
サービスは、サービス産業および
製造業におけるサービスの双方で
ある。
　戦後の日本の高度成長は「物を
作って売る」という経済に支えら
れていた部分が大きい。しかしな
がら、本報告書で調査してきたよ
うに、物を作って売る経済に並行
して、サービスを提供して価値を
追及する経済が大きく成長し、日
本および世界の経済の重要な部分
をしめていることも事実である。
3   サービス・サイエンス 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表６　サービスの定義の例９，16）
蘆顧客の問題に対する解決策として提供される一連の行為（Gronroos，1990）
蘆成果物が製品あるいは構造物でないすべての経済活動（Brian et al，1987）
蘆無形であり、しかも保存できない、作られると同時に使われるもの
 （Sasser et al，1978）
蘆協同生産者である顧客のために行われる、保存できない、無形の行為
 （Fitzsimmons，2001）
蘆他によってもたらされる経済活動の実現主体の状態の変化（Hill，1977）
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　すなわち、日本および世界の経
済の活性化は、サービス経済の活
性化により（その他の要素もある
であろうが）達成されるのである。
このサービス経済の活性化を体系
的に考える枠組みとして、「サー
ビス・サイエンス」を推し進める
必要があると考えられている。
盪サービス・サイエンスの
　研究課題
　サービス・サイエンスの研究課
題に関しては、まだ議論の段階で
あり確定はしていない。むしろ、
サービスの生産性を高めイノベー
ションを実現するためには何を研
究すればよいかを考えることその
ものが、現状における最大の研究
課題であるように見える。しかし
ながら、現在考えられている研究
課題としては、以下の例がある。
窕サービス・イノベーション・
　マネジメント
　サービスにおける生産性を向
上させ、新たなビジネスの種を創
出するために、サービスにおける
イノベーションをシステマティッ
クに行う方法を考案し、これを実
現する方法を提示することがま
ず重要な研究課題の１つである。
また実際にサービスを提供する
際のビジネス・プロセスのイノベ
ーションを研究することも重要だ
と見られている。これには、ビジ
ネス・プロセスの動的な変革や、
現状にないビジネス・プロセスの
創出なども予想されるので、法規
制に対する研究も含まれると見ら
れている。
窘サービスの効率を上げる
　テクノロジー
　テクノロジーのサービスにおけ
る役割を明確にすることも大事な
研究課題と考えられている。これ
には、既存のテクノロジーを如何
に活用するかという側面と、どの
ような新たなテクノロジーが必要
かという側面の２つがある。例え
ば、ユービキタス・コンピューテ
ィング、ロボティックス、ネット
ワークなどのテクノロジーは、従
来のようなテクノロジー・アウト
のモデルで研究を進めるのではな
く、それが人によってどのように
使われていくか、すなわちどのよ
うなサービスのコンテクストの中
で使われるか、から発想され研究
されることが重要であり、これら
はサービスの重要な要素になると
見られている。
窖サービスの価格設定
　サービスは無形であり定義があ
いまいなので、価値が利用者の主
観により判断される傾向が強い。
この為、物理的・客観的な仕様に
よって性能が一意に規定される製
造物に比べて、価格設定が困難で
ある。そこで、提供者・利用者の
双方に納得性のある価格設定の方
法を確立することが非常に重要と
なる。ここでは、市場からの情報
や、ユーザーあるいは競業他社か
らの情報を活用して、ダイナミッ
クな価格設定を行う方法論とツー
ルなどの研究が必要である。また、
最終的な価値はユーザーの満足度
によって決定されるので、価格設
定のモデルの中に「満足」という
極めて主観的な要素を組み入れる
ことを考えねばならず、人間の感
情を数値化（あるいはデータ化）
し、数学や経済学といかに結びつ
けるかという研究も必要になる。
窩サービスの生産性の測定
　サービスは成果物が無形であ
り、何を生産したのかを特定す
ることが容易でない場合も多く、
生産性を定義することがそもそも
困難である。そこで、サービスの
効果・効能をデータ化し、それを
実現する上で実際的に必要であっ
た分の投資の特定をするための考
え方、方法の研究などが必要とさ
れている。
竈サービスのテスト
　サービスは生産と同時に消費
される傾向が強いので、消費され
る前にその効果・効能を事前に
チェックすることが困難である。
コンピュータを用いたシュミレー
ションなどにより、あらかじめサ
ービスの効果・効能やリスクを推
測することができれば、より質の
良いサービスの提供につながる。
サービスの質を高めるための事前
チェックの方法に関する研究は、
将来期待される研究課題と見られ
ている。
窰サービス・プロジェクトの
　リスク・マネジメント
　例えば、情報システム構築は、
現在の社会の中で大変に重要なサ
ービスの１つであるが、テクノロ
ジーの高度化・複雑化、利用者の
要求の多様化・複雑化、そして市
場競争の激化により、プロジェク
ト・マネジメントが大変に困難に
なってしまっている。この情報シ
ステム構築などのような複雑なサ
ービス・プロジェクトのマネジメ
ントにおいて、最大の問題となっ
ているプロジェクト・リスクを、
数学、組織論、人間科学、経済学
などを結集して予測・解決するた
めの研究は、サービス・サイエン
スの具体的な研究課題と見られて
いる。
窶対事業所サービスの質と効率の
　向上の為の方法論とツール
 （ビジネス・プロセス・モデリング）
　対事業所サービスの質と効率の
双方を向上させるためには、顧客
である企業（事業所）の業務を包
括的に分析する科学的な枠組みが
必要である。この枠組みの１つに、
企業全体の業務を重複なく、かつ
もれなく、構成要素に分割し、各
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構成要素の間の業務フローを定式
化する方法がある。これは、ソフ
ト・ウェア開発における、ソフト
ウェアのコンポーネント化の方法
を適用し、ビジネス・プロセスを
コンポーネント化してモデルとし
て捕らえるものである。これによ
り、どのコンポーネントに対して
サービスを提供するのが有効なの
か、またサービスを提供した場合、
重要業績評価指標（KPI）がどの
ような影響を受けるのかを判断す
る手段が提供される。今後、この
ようなビジネス・プロセス・モデ
リングの研究領域は極めて重要に
なると見られている。
竅オペレーションズ・リサーチ
 （OR）と全体最適
　オペレーションズ・リサーチ
（OR）は第二次世界大戦時にアメ
リカやイギリスで戦争の作戦の効
率化のために生まれたが、現在で
は、経営科学の１つとして、意思
決定のための客観的根拠を与える
学問として研究されており、数学
的厳密さに基づく様々なツールを
提供している。OR はサービス・
サイエンスの重要な要素の１つと
されるが、サービスは構成要素と
して数学的に厳密にモデル化でき
ない部分を数多く含んでいるのが
常であり、この部分は OR では対
応できない。これには、決定に人
間系が関与する場合や、社会の規
定・慣習、ビジネス上の規定・慣
習などが関与する場合などがあ
る。OR が対応できる数理モデル
化可能な部分と、より人間的・社
会的・ビジネス的な部分とを全体
最適させるための方法論は研究課
題として重要な分野である。
竄計算組織論
　サービスにおいてはその経済
価値に対して人間が関与する度合
いが高い。企業は人間の集まって
る組織構造を基盤とするので、結
果的に、組織としての振る舞いが
サービスの価値に関与する度合い
が高いことになる。従って、サー
ビスを提供する側にせよ、あるい
は利用する側にせよ、企業の組織
の振る舞いを科学的に分析する枠
組みを研究することがサービスの
生産性や質を考える上で重要にな
る。このためのアプローチの１つ
として、コンピュータを用いて組
織をシミュレーションし、組織の
パフォーマンスを議論する計算組
織論という分野が出現してきてい
る。サービス・サイエンスの１つ
の分野として、今後も発展してい
くと見られている。
蘯知識の融合としての
　サービス・サイエンス
　前章に紹介した、現在考えられ
ている研究課題を総合的に考察し
た場合、サービス・サイエンスの
コアとなる学問領域に関し、以下
のようなことが判明する。
蘆 現実世界をモデル化し、解を求め
るための数学の役割が大きい。
蘆 現実の世界を把握するためにデ
ータを収集、蓄積、分析する手
段を提供する、情報科学の役割
が大きい。
蘆 経済学、法学、組織論など実世
界に対する知見を得るための社
会科学が不可欠である。
蘆 人間の満足などを把握していく
ために人間に対する洞察を深め
るための学問が必要である。
蘆 実際のビジネスに関する知識・
経験が適宜活用されなければな
らない。
　以上のような学問領域と知識を
融合する新たな知識の体系が必要
であり、これがサービス・サイエ
ンスそのものと考えられる。
　これらをまとめると、図表７の
ように、サービス・サイエンスは、
３‐１章で説明した需要（消費者
側）のイノベーションも含め、ビ
ジネス、自然科学・工学、社会科
学のすべての知識および方法論を
融合し、サービスのイノベーショ
ン目指すところにその特色がある
と思われる。これはまさに multi 
disciplinary な学問であり、これ
らの要求に沿った大学のカリキュ
ラムの検討が、欧米では始まって
いる。
図表７　知識の融合としてのサービス・サイエンス
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　欧米では、幾つかの大学にお
いてすでに学問領域として認知さ
れ、カリキュラムとして実践され
ているところもある 10）。
　図表８は、海外におけるサービ
ス・サイエンスに関係する研究機
関のリストである。やはり、ア
メリカやイギリス（UK）など大
学の先進国に多いが、伝統的に
社会システムに関心が強い北欧、
経済が近年急激に成長している中
国、アジア、シンガポールなどに
おいても事例が見られるのが特色
である。
　図表９は、米国のカリフォルニ
ア大学バークレー校のオペレーシ
ョン・リサーチ アンド マネジメ
ント・サイエンス学部のカリキュ
ラムの一例を示す 11）。経済学、数
学、人間行動学、経理、社会学、
数理計画法などの複合学科が統
合的に教えられるようになってお
り、サービス・サイエンスの目指
す内容と近い。
　図表 10 は、テキサス大学のビ
ジネス・スクールにおけるサービ
ス・オペレーションズ・マネジメ
ントのカリキュラムを示す 12）。サ
ービスの経済的側面、マネジメン
ト、開発、などの社会学的、ビジネ
ス的内容に加えて、待ち行列論、
需要予測、施設配置問題、配送経
路問題など、実際のサービスのオ
ペレーション、戦略策定に必要な
応用数学、オペレーションズ・リ
サーチの方法論が総合的に学べる
ようになっている。
　図表 11 は、ノースキャロライ
ナ州立大学において、サービス・
サイエンスのプログラムを新たに
設立するための提案書の一部であ
る（参考資料 13）より抜粋）。これ
はビジネス・スクール（College 
4   欧米の大学におけるサービス・サイエンスの展開蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
図表８　海外におけるサービス・サイエンス関連のプログラム例 16）
□アメリカ（含むカナダ・ブラジル）
蘆 Center for Service Leadership, Arizona State University, USA
蘆 The Center for Hospitality Research, Cornell University, USA
蘆 Relationship Marketing, Emory University, USA
蘆 Center for Services Marketing, University of Maryland, USA 
蘆 Operations Management of Services, California State University, Northridge, USA
蘆 Services Management & New Service Development, University of Texas, Austin, USA
蘆 Services Management, Brigham Young University, USA
蘆  Fishman-Davidson Center for Service and Operations Management, Wharton, University of 
Pennsylvania, USA
蘆 Service Operations Management, San Jose State University, CA, USA
蘆 Managing Service Operations, DePaul University, USA
蘆 Service Operations Management, University of Calgary, Canada
蘆 Management of Services, University of Western Ontario, Canada
蘆 Service Operations Management, Universidade Federal, Rio de Janeiro, Brazil
□ ヨーロッパ
蘆 Center for Relationship Marketing and Service Management, Hanken, Finland
蘆  CTF, Centrum för Tjänsteforskning (Service Research Centre), University of Karlstad, 
Sweden 
蘆 Centre for Service Management, Cranfield School of Management, UK 
蘆 Service Management, University of Buckingham, UK
蘆 Service Management, Warwick Business School, UK
蘆 Service Management and Strategy, London School of Business, UK
蘆 Service Engineering, Technion, Israel
□ アジア
蘆 Service Management Research Program, Nankai University, PR China
蘆 Productivity Management, City University of Hong Kong
蘆 Relationship Marketing, University of Auckland, New Zealand
蘆 School of Services Management, Nanyang Polytechnic, Singapore
□ Others at
 http://www.servsig.org/Syllabi/Service_Operations_Management_Syllabi.pdf
盧経済システムにおける意思決定
マクロ経済学、上級ミクロ経済学、経済統計と経済指標、工業統計・品質管理・予測手法
盪製造業とサービス業における意思決定
生産システム分析、操業手順設計と分析、ロジスティクス（物流）とサプライチェーンマネージメント、
線形計画法、工業統計・品質管理・予測手法
蘯社会システムにおける意思決定
社会学、社会学方法論入門、同中級、工業統計・品質管理・予測手法
盻アルゴリズムによる意思決定
 データ構造、複雑な問題と効果的なアルゴリズム（アルゴリズム設計論）、計算可能性と複雑さ、順列
組み合わせと確率論
（以上各４単位）
図表９　カリフォルニア大学バークレー校オペレーションズ・リサーチ・マネジメント・
 サイエンス学部のカリキュラムを参照 11）
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of Management）とエンジニア校
（College of Engineering）が協同
で作成しているものであって、２
つの学部をまたがった「サービス・
サイエンス」という新しい学科の
設立を目指すものである。新しく
始められる科目は、サービス・マ
ネジメント、プロセス分析と設計、
組織文化、IT サービスのアーキ
テクチャと設計、ネットワークサ
ービスとシステムの設計と効率評
価、など組織文化、技術、プロセ
スを含んだものになっている。ま
た、提案書にはこの設立趣旨を「こ
の学科の目的はサービスの効率
性やサービスのイノベーションに
とってキーとなる厳密な解析的手
法を提供することにある。」とし、
サービス経済の時代をにらんだ人
材の育成を目指す、博士課程も想
定したプログラムの設立すること
を目指している。
　サービス産業を対象とした大学
プログラムの例としては、コーネ
ル大学ホテルスクールの例があげ
られる 14）。同スクールでは、経営
と組織行動、人的資源管理、管理
者向け意思伝達手法、関連法令、
料理飲食管理、運営、施設管理・
開発・設計、マーケテイング・観
光・戦略、情報システム、財務・
会計・不動産開発等などを履修す
るとともに、それらの基礎となる
人間科学、社会科学、物理科学な
ども提供しているとされている。
ここはいわゆる実学を学ぶ色彩が
強いが、例えば、ホテル業におけ
るイノベーション創出に結びつい
ていけば、サービス・サイエンス
の１つの例と考える事ができる。
　参考資料 18 ～ 24 に、その他の、
海外における関連文献を載せる。
図表 11　ノース・キャロナイナ大学におけるサービス・サイエンス・プログラム
 の提案書を参照 13）
図表 10　テキサス大学Professor James A. Fitzsimmons の
 サービス・オペレーション・マネジメントのカリキュラムを参照 12）
蘆経済活動におけるサービスの役割
蘆サービスの本質
蘆サービスの品質
蘆新しいサービスの開発
蘆サービスを支える設備
蘆サービスの施設配置
蘆サービスとの出会い
蘆インターネットサービス
蘆サービスにおける需要予測蘆
蘆待ち行列の管理
蘆待ち行列理論と受容能力の設計
蘆試験
蘆受容能力と需要の管理
蘆設備管理
蘆サービスの戦略
蘆運搬経路
蘆サービスプロジェクト管理
蘆品質と生産性の向上
蘆成長とグローバルな事業展開
蘆会計監査
蘆試験
（各行が１回の授業に相当する）
５‐１
日本の大学での対応
　2005 年 10 月現在、サービス・
サイエンスを正式にカリキュラム
に取り入れている大学は日本には
あまりないが、北陸先端科学技術
大学院大学では、サービス・サイ
エンス論を新設して実施した。図
表 12 にはこのコースの講義計画
を示す。同大学によれば、サービ
ス科学を次世代の MOT の重要分
野と捉え、サービスの基礎概念と
最新理論、その応用について理解
を深め、「サービス・イノベーシ
ョンの実践的知識を習得し、幅の
広いイノベーション人材を養成す
ることを目指すことを目的とする
としている 15）。
　MBA の取得を目的としたビジ
ネス・スクールでは、サービス・
マネジメントがマーケティングの
観点から研究され、教えられてい
る。これには一橋大学・国際企業
戦略研究科などの例がある。
5   日本における現状 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
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５‐２
日本における現状と課題
盧サービス・サイエンス・
　シンポジウム
　2005 年９月８日に、サービス・
サイエンス・シンポジウムが東京
で開催された（日本アイ・ビー・
エム譁東京基礎研究所主催 16）。
　参加者は、文部科学省、経済産
業省、科学技術振興機構の３つの
政府関係機関、東京、一橋、東京
工業、早稲田、慶応、筑波、宮
城、北陸先端の８大学、NEC、日
立、NTT、NTT DoCoMo、CSK、
三菱商事、富士通、東芝、および
IBM の９つの企業（企業内研究所
など）からの45名の参加であった。
　以下、このシンポジウムで議論
された要点も踏まえて、日本にお
ける現状と課題をまとめる。
窕サービスにおける
　イノベーションの必要性
　サービスの経済における役割
は重要さを増しているが、生産性
においては製造業よりも劣ってい
る。サービスにおいて持続的な生
産性の向上をはかるには、サービ
スにおけるイノベーションが不可
欠であり、そのためには、産業特
有の知識と科学的知識の双方を結
びつける問題解決のための知識体
系の構築が必要である。
窘サービスを視野にいれた
　教育の必要性
　サービスの生産性の向上およ
び、サービスの質の向上が日本の
課題である。教育の観点から、生
産性の向上のためには動機付け
と、チャレンジ精神の育成が必要
である。サービスの質の向上のた
めには現場で働く人のサービスの
提供能力の開発が鍵となる。この
観点から、製造業に対する能力開
発中心だった日本の教育に、サー
ビスも視野にいれた内容が盛り込
まれる必要がある。
窖サービス産業の問題点解決のため
　の科学的アプローチの必要性
　特に医療や旅行業の分野で
は、法規制が新しいビジネス・
プロセス開発の問題となって
いる。また、価格決定が困難であ
る、特許の成立が困難である、経
験による経営に依存している体質
がある、などの問題がある。サー
ビス産業の発展のためには、これ
らの問題を解決する科学的アプロ
ーチが望まれる。
窩ものづくりプロセスの重要性
　今後の経済を発展させる議論を
するときに、サービスの側面だけ
を強調して、議論を進めることは
危険である。なぜならば、大半の
サービスは「物財の提供」「情報の
提供」の両方を伴っている１つの
プロセスであり、良いサービスは、
物財・情報提供プロセスの安定性
（オペレーションの安定性）に大き
く依存しているので、オペレーシ
ョンが安定していないままに良い
サービスを考えても机上の空論と
なってしまうからである。生産も
サービスも時間の経過の中で行な
われる「プロセス」であるという
点は、製造業を中心として発展し
てきた日本経済の新たな成長を考
える上でとりわけ重要である。
竈日本のサービスの
　国際競争力の向上
　日本のサービス業の品質は劣っ
ていないにもかかわらず、日本発
のサービス企業のグローバル化の
成功事例は少ない。日本発のサー
ビスの国際競争力をどうやって高
めるかが重要である。
図表 12　サービス・サイエンス論講義計画
①サービスとは何か―サービスの基本的概念の整理
②サービス科学の必要性と今後の方向性について―サービス科学の基本的概念
③サービス産業・サービス社会の構造と課題
④「イノベーションは感じるもの」―サービス産業でのイノベーション・プロセス―
 「サービス・イノベーション」
⑤サービス科学への取り組みとその理論盧
⑥サービス科学への取り組みとその理論盪
⑦欧米におけるサービス科学研究について
潯事例研究：サービス・イノベーション実例
潛サービス科学の分野別討議（法令とサービス、サービス・マネジメント）
濳サービス・プロパティーの研究等サービス・エクセレンス企業からの講師講演盧
 ―ホテル（予定）
潭サービス・エクセレンス企業からの講師講演盪―食品メーカ （ーコールセンター）（予定）
澂サービス・イノベーション・プロセス（グループ討議）
潼課題研究グループ発表盧
潘課題研究グループ発表盪
澎サービス科学とサービス・イノベーションの課題と方策（総合討論）
北陸先端科学技術大学院大学・総合技術経営コース　亀岡秋男副学長より提供
図表 13　研究・技術計画学会の第 20 回年次学術大会におけるサービスに関する
 講演
蘆 日本におけるサービス・イノベーションの推進　―IT&ソリューションサービスを中
心としての考察―
蘆 サービスサイエンスによるナレッジ型サービスビジネスを推進する専門技術者の役割
とテクノプロデューサへの道
蘆 サービスサイエンスによるサービス／技術イノベーションの統合型戦略ロードマッピ
ング
蘆 サービス・サイエンス確立へのアプローチ：学際科学の場合　情報化社会進展に向け
た組織構造の課題　―日本型サービス・サイエンスの必要性について
蘆通信サービスにおけるイノベーションの実証分析
蘆サービス主導のイノベーションの普及浸透プロセスの研究
蘆サービス・サイエンス的アプローチによる企業競争力の増大について
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サービス・サイエンスにまつわる国内外の動向
盪研究・技術計画学会
　第20回年次学術大会
　研究・技術計画学会の第 20 回
年次学術大会が、平成 17 年 10 月
22 ～ 23 日に、政策研究大学院大
学において行われた。　図表13は、
この学術大会においてタイトルに
「サービス」という言葉を含むも
のを大会のプログラム 17）より抜
粋したものである。
　「サービス・サイエンス」とい
う言葉も複数の大学研究者からの
講演に現れ、日本の大学において
も関心が持たれ始めたことがわか
る。また、サービスと同時に、イ
ノベーションが着目されているこ
と、テクノロジーとの関係の上で
議論される傾向があることがわか
る。さらに、サービスに関する研
究は欧米で発祥したことから、日
本の学界においては、海外との対
比において日本におけるサービス
の研究のあり方を議論しようとす
る傾向があることがわかる。
　これら、サービスの研究に関す
る講演の大部分はプログラムの中
で、「次の学際・融合研究に向けて」
というカテゴリに属している。こ
れより、サービスに関する研究お
よびサービス・サイエンスが、典
型的な学際的研究の領域として考
えられていることがわかる。
6   まとめ 蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆蘆
　サービスは人手を介して提供
され、人間の感性に直接訴え、満
足感を中心として享受されると言
える。したがって、人間的な個性
にその経済的価値が左右される度
合いが強く、サービスは各国々の
文化風習や価値観に大きく依存す
る。しかしながら、財の提供、知
識・技術の教授や提供、業務支援
の提供、など明示的に定義される
契約に基づく経済行為として、欧
米的価値観の中で発達してきたサ
ービスは、世界経済の中で今後も
成長し、国際化の継続的な流れの
１つになると思われる。
　日本経済が持続的に成長してい
くためには、サービス経済の活性
化のための科学的な方法論を追及
する姿勢をとる必要があると思わ
れる。これは、まさにサービス・
サイエンスの目指す方向に一致す
るものである。すなわち、サービ
スに対し、科学的な分析手法、効
率的なマネジメント手法、生産性
を最大限に高めるための工学的な
生産方法を提供し、サービスの特
性に起因するところの諸問題を解
決し、生産効率をあげ、またイノ
ベーションをシステマティックに
生み出す枠組みを見出すための新
たな学問領域を確立することが重
要であると思われる。
　そのためには、サービスに関す
る産学官連携の研究などを推進す
る事により、問題を発見し、その
解決方法を検討すること、また、
その活動を通じてサービス・イノ
ベーションに必要な人材を育成す
ることが望まれる。また、サービ
ス経済のための学校教育をいかに
実現するかは、大きな課題である
と見られている。
　サービス・サイエンスは注目さ
れて間もないが、その役割が問題
の解決、生産性の向上、イノベー
ションを生むための枠組みの提供
であるので、対象となるサービス
が変遷し、成長する限りにおいて
は、新たに対応すべきテーマが出
現する可能性が高く、研究の対象
は拡大し続けると思われる。
　サービス・サイエンスは、最初
は、問題が比較的形式的に定義し
やすく、問題を解くための情報も
入手可能な、製造業におけるサー
ビス業務、IT サービス、金融サ
ービスなど企業のビジネスのサポ
ートを対象とする対事業所サービ
スにおいて確立されていくと思わ
れるが、やがてはより人間の関与
の側面が強く、問題を定式化しに
くい、観光、医療、福祉などの対
人サービスに拡大しいていくもの
と思われる。
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